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経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

美里町商工会  （法人番号 9330005005787） 

美里町     （地方公共団体コード 433489） 

実施期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

 美里町と連携しつつ、地域の小規模事業者が存続し発展していくための伴

走型支援に取り組んでいく。 

① 小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続の実現 

② 地域資源活用による商品開発と販路開拓支援による新たな需要の開拓 

③ 事業承継支援及び創業支援による町内の小規模事業者数の維持 

④ 小規模事業者との対話と傾聴を通じた個々の課題設定をした上での、小 

規模事業者の力を引き出した地域全体での持続的発展の創出 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

  国が提供するビッグデータ等の活用及び景気動向分析による地域経済 

動向に関する調査 

４．需要動向調査に関すること 

  販路開拓を目指す新商品等の開発と消費者ニーズ調査 

５．経営状況の分析に関すること 

  小規模事業者の経営状況（定量・定性・財務）分析 

６．事業計画策定支援に関すること 

  小規模事業者の中長期経営計画及び個社の課題解決等計画 

  策定セミナー、事業者向けＤＸセミナー開催、ＩＴ専門家派遣 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

  計画実現に向けた経営指導員等による伴走型フォローアップ支援 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

  地域特産品のブランド力構築のための展示会、商談会への出展支援、及 

びＳＮＳ活用・キャッシュレス決済等のＤＸ推進 

連絡先 

美里町商工会 

〒861-4721 熊本県下益城郡美里町土喰 153 

TEL：0964-47-0336 / FAX：0964-47-2378 E-mail：misato@kumashoko.or.jp 

美里町美しい里創生課 

〒861-4732 熊本県下益城郡美里町三和 420 番地 

TEL：0964-47-1111 / FAX：0964-47-0110 E-mail：sousei@misato.kumamoto.jp 
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【図３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 人口推移 

 ２０１５年（平成２７年）の国政調査によると、本町の総人口は１０,３３３人で、２０１０年 

（平成２２年）と比較すると１,０５５人減少しており、毎年約２００～３００人ずつ減少している。 

 世帯数は、同調査での平成２２年と平成２７年を比較して１８０世帯の減となっており、数十世帯 

増加している年もあるものの微減状態が続いている。（図４～７参照） 

 

【図４】 

                                       単位：人 

 
※集計は年度末 

   

【出展：美里町提供データ】 

 

【図５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出展：美里町提供データ】 



４ 

 

業種 平成２８年
左記のうち

小規模事業者数
令和５年

左記のうち

小規模事業者数
H28／R5比較

左記のうち

小規模事業者数

建設業 80 ― 84 78 4 ―

製造業 34 ― 42 35 8 ―

卸売・小売業 131 ― 111 86 △２０ ―

飲食宿泊業 37 ― 36 27 △１５ ―

サービス業 119 ― 81 71 △３６ ―

その他 56 ― 19 16 △３７ ―

合計 457 ― 373 313 △８４ ―

【図６】 

単位：世帯 

 ※集計は年度末 

 

【出展：美里町提供データ】 

 

    【図７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出展：美里町提供データ】 

 

 ③ 産業構造 

    美里町の産業構造は下表（図８）にある通りである。 

 

  【図８】〈商工業者の推移〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成２８年の小規模事業者数については、熊本地震の影響により熊本県が統計を取っていないた 

 め、データなし 

【出展：全国連実態調査より） 
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 ④ 商工会会員数 

    商工会の会員数の推移は下記の通りである。人口減少による売上減少や代表者死亡による 

   廃業での退会が増えている影響で、会員数は減少している。 

                                 （全国連実態調査より） 

（※１ 定款会員について） 

美里町商工会定款会員第９条の別段の定めにおいて、 

「次に掲げる者は、本商工会の事業の円滑な推進のために必要であるとして、理事会が特に承認し

た場合は、会員となることができる。」と規定しているが、この会員のことを定款会員という。 

 具体例としては 

・本商工会の地区内に引き続き６月に満たない期間営業所等を有する商工業者 

・本商工会の地区内で事業活動を行う次に掲げる団体 など 

 

 ⑤ 地域・観光資源 

 

  美里町は、自然豊かな中山間地が大部分を占めていることから、この自然条件を活かして、米、 

 茶、かぼちゃ（美里かぼちゃ）などの栽培が盛んである。しかしながら、農業従事者の高齢化が進 

んでおり、後継者の育成が課題となっている。 

 農産物販売については、「道の駅佐俣の湯物産館（わくわく館）」、「物産館ほたる」、「美里物産館 

よんなっせ」、「真秀の郷」などがあり、地域住民や観光客に利用されている。 

 観光施設としては、３,３３３段の日本一長い石段である「釈迦院御坂遊歩道」や、道の駅佐俣 

の湯内にある温泉施設、森林を活かした大型アス チック施設の「フォレストアドベンチャー・美 

里」などがある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       美里米おにぎり                 美里かぼちゃ 
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  日本一の石段「釈迦院御坂遊歩道」      フォ ストアドベンチャー・美里 

 

 ⑥ 美里町の振興計画 

    美里町では令和３年から令和７年度までの５年間を期間とする「第２次振興計画（後期）を 

   定めている。 

この計画の「第４章（３）商工業の振興」の基本方針として、「商工業の振興、活性化に向 

け、商工会と連携し、商店街の活性化、中小企業等への経営支援に取り組んでいきます。」と 

記載されている。 

また、具体的な施策としては、①将来を担う中小企業育成、②消費喚起と事業継続支援、③ 

商工会との連携による事業者支援と空き店舗対策、④情報の共有、⑤企業誘致の推進の５項目 

が記載されている。 

【出展：美里町第２次振興計画後期】 

 

 



７ 

 

   （４）の観光の振興については、基本方針として「フォ ストアドベンチャー・美里、美里 

   町ガーデンプ イス・家族村、道の駅美里（佐俣の湯）及び釈迦院御坂遊歩道（日本一の石段） 

   の４つを核とし、フットパスや３５基の石橋など本町の豊かな自然、景観、文化と連携した観 

   光振興に取り組みます。」と記載されている。 

    また、具体的な施策としては、①観光基盤整備の振興計画策定、②ＩＣＴを活用した観光情 

   報発信の充実、③各観光施設の連携及び滞在型観光の推進、④広域連携の促進の４項目が記載 

   されている。 

 

【出展：美里町第２次振興計画後期】 

 

 

 ⑦ 商工会の取り組み 

 

  （ア）商品開発特産品販売事業 

平成２２年度から美里ブランドを立ち上げ、３６品目の商品を認定しブラシュアップや 

     販売促進を行ってきた。熊本県内外での販売会をおこなっている。 

 

  （イ）春の感謝祭 

      やまびこスタンプ会との共催で、町民の購買意欲の向上を図り、地元購買の定着並びに 

地域経済の振興に寄与することを目的として、購入金額に応じた抽選会を毎年４月～５月 

の間で実施している。 

 

  （ウ）美里町地域通貨発行事業 

      １冊５，０００円で２０％のプレミアムが付与された６，０００さくら（５００さくら 

１２枚綴り）を発行し、町民の生活安定と地元購買の定着及び地産地消の促進している。 

（※１さくら＝１円） 
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 ⑧ 課題 

（ア）小規模事業者の経営環境に応じた経営力の醸成 

      小売業においては、町内３つの大型店等の進出による競争激化のほか、ネット販売の需 

     要が高くなるなど、消費動向の変化により必然的に管内での消費減少が生じている。今後 

     は経営環境の変化に対応するため、経営のＤＸ推進が不可欠となる。 

 

  （イ）事業者の高齢化 

      本町では地域全体での高齢化が進んでおり、後継者難による廃業への対応が課題であ 

     る。本会の会員の年齢構成を見ても、６０歳以上が約５割を占めており、円滑な事業承継 

     が課題である。 

 

  （ウ）地域特産品の地域外への販路拡大 

      地域農産物や資源を活用した特産品が数多く存在するものの、地域内での消費の減少 

     などで、それぞれの商品に合った地域外への販路を拡大することが課題となっている。 

 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

   ① １０年後の長期を見据えて 

    本会では、これまで経営力向上、販路開拓、地域振興と小規模事業者の持続的な発展のため 

   の支援を行ってきた。しかし、人口減少や経営者の高齢化、若者層の町外流出、後継者不足が 

   顕著に表れており、廃業も増加傾向にある。 

    この状況を踏まえ、小規模事業者に対する消費者の動きを見る限り、経済効果の拡大は現状 

   では見えにくい。管内の小規模事業者の持続的かつ安定的な成長が、地域経済の維持・発展に 

   は不可欠であることをあらためて認識し、廃業を減少させるべく事業所の経営力向上、円滑な 

   事業承継、創業者の掘り起こしなど、地域経済の循環を活性化させ、維持・向上させていくこ 

   とが必要である。 

    また、小規模事業者に寄り添った対話と傾聴による伴走型支援に取り組むとともに、時代の 

   変化に対応した産業の振興を図り、小規模事業者が直面している販路拡大、人手不足、後継者 

   育成、生産性向上などの課題解決に向けて、行政・関係機関と密に連携を図りながら意欲的に 

   取り組む。 

 

   ② 美里町第２次振興計画（後期）との連動制・整合性 

      本会は美里町第２次振興計画（後期）の審議には加わっていないものの、「中小企業・ 

     小規模事業者の経営改善・事業承継に向けた一層の支援」、「起業・創業に向けた相談・支 

     援体制の一層の充実」、「小規模企業振興に関する条例の制定に向けた関係機関との協議」 

     等の事項を協議していく。 

      本会は、第２次振興計画（後期）を踏まえながら本計画を進めていく。 

 

   ③ 商工会としての役割 

      本会は地域の総合経済団体として、特に小規模事業者の支援機関として伴走型支援を 

     重視し、きめ細やかな支援により事業者の経営力向上による持続的発展や販路開拓、地域 

     経済拡大に寄与することに務める。また、美里町第２次振興計画（後期）を踏まえた上で 

     経営改善普及事業を実施し、事業者の課題抽出・早期解決を図り、事業安定化へ導く。さ 

     らに、高齢化による後継者不足についても、専門家や熊本県商工会連合会特任支援課と連 

     携し、円滑な事業承継につなげていく。事業計画策定により、事業者への気づき・意識改 

     革を促し、関係機関と連携を図りながら地域活性化に繋げていく。 
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（３）経営発達支援事業の目標 

    上記の長期的な振興のあり方を踏まえ、美里町商工会による本支援事業の目標として、重点 

   支援を以下のとおり掲げる。 

① 小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続の実現 

② 地域資源活用による商品開発と販路開拓支援による新たな需要の開拓 

③ 事業承継支援及び創業支援による町内の小規模事業者数の維持 

④ 小規模事業者との対話と傾聴を通じた個々の課題設定をした上での、小規模事業者の力

を引き出した地域全体での持続的発展の創出 

 

 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日 ～ 令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

   ①小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続の実現 

     新型コロナウイルス感染症といった新たな感染症の流行や、ロシアのウクライナ侵攻等 

    といった世界および国内の激変する環境変化に対応し、業務改善をはかっていく上で、財務 

    データ等から見える表面的な経営課題だけでなく、事業者との対話と傾聴を通じて経営の 

本質的な課題を事業者自らが認識することに重点を置き、本質的課題を反映させた事業計画 

策定の支援を行う。 

     また、将来的な自走化を目指し、多様な課題解決ツールの活用提案を行いながら、事業者 

    が深い納得感と当事者意識を持ち、自らが事業計画を実行していくための支援を行う。 

 

   ②地域資源活用による商品開発と販路開拓支援による新たな需要の開拓 

     地域資源の掘り起こしをおこない、関係機関と連携をとりながら地域資源を活用した新 

    商品開発を支援し、販路拡大に繋げる。 

     また、展示会・商談会への出展支援を通じて新たな需要を開拓し、魅力あふれる地域づく 

    りに貢献する。 

 

   ③事業承継支援及び創業支援による町内の小規模事業者数の維持 

     「日本政策金融公庫事業承継マッチング支援（※１）」や「熊本県事業承継引継ぎ支援セ 

    ンター（※２）」と連携し、事業承継が必要な高齢事業者等の掘り起こしをおこない、円滑 

    な事業承継支援に向けて支援を行う。 

     また、熊本県商工会連合会が主催する「創業スクール（※３）」を活用して、本町の創業 

支援を促進する。 

 

④小規模事業者との対話と傾聴を通じた個々の課題設定をした上での、小規模事業者の力を引 

き出した地域全体での持続的発展の創出 

     地域経済の維持、持続的発展に取り組む上で、地域を支える個々の小規模事業者への経営 

    課題の設定から課題解決の伴走において、経営者や従業員との対話を通じて潜在力を引き 

    出すことにより、個社にとどまらず地域全体で課題解決に向き合い、自己変革していく機運 

    を醸成する。 
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   ※１ 日本政策金融公庫事業承継マッチング支援 

   日本政策金融公庫が運営するサービスで、後継者がいないことなどを理由に「事業を譲り渡し 

たい」人と、創業や新分野進出等を目的に「事業を譲り受けたい」人をつなぐ、無料のマッチ 

ングサービス 

※２ 熊本県事業承継引継ぎ支援センター 

熊本県が設立した組織。親族内承継・第三者承継など、事業引継ぎの相談窓口として事業承継 

に関する悩みに対応し、円滑な事業のバトンタッチを支援する。 

 

※３ 創業スクール 

産業競争力強化法に基づいた特定創業支援等事業に指定され、熊本県商工会連合会が毎年実施 

しているもの。 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

  【現状】 

    これまで地域経済動向調査については、巡回事業所の聞き取りや窓口相談、会合等での意見 

   交換が中心でビッグデータ等を活用した専門的な分析はできていなかった。公共機関の公表 

   デ－タ等の活用による分析結果は、巡回指導や窓口相談に活用するとともに、事業計画策定の 

   ための参考資料として活用するなどの小規模事業者の経営力向上を図る伴走支援に役立てて 

   いる。 

 

  【課題】 

    独自の経済動向調査を実施し、幅広い視野での情報収集やビッグデータ等を活用した専門 

   的な分析をおこない、小規模事業者を対象とした情報公開や周知が必要である。 

 

（２）目標 

 

 
公表方法 現行 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

①地域経

済動向分

析の公開

回数 

ＨＰ 

広報掲載 
－ １回 １回 １回 １回 １回 

②景気動

向分析の

公開回数 

ＨＰ 

広報掲載 
－ １回 １回 １回 １回 １回 

 

（３）事業内容 

     

    ① 地域経済動向分析（国が提供するビッグデータの活用） 

       当地域にお て真に稼げる産業や事業者に対し、限られたマンパワーや施策資源を

集中投下し、効果的な経済活性化を目指すため、経営指導員等が「ＲＥＳＡＳ」（地域

経済分析システム）を活用した地域の経済動向分析を行い、年１回公表する。 

 

     【分析手法】 

       経営指導員が「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析システム）を活用し、地域の経済動向分 

      析を行う。 
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【調査項目】 

      ・「地域経済循環マップ・生産分析」 ⇒ 何で稼いでいるか等を分析 

      ・「まちづくりマップ・ｆrоｍ－tо分析」 ⇒ 人の動き等を分析 

      ・「産業構造マップ」 ⇒ 産業の現状等を分析 

       上記の結果を総合的に分析し、事業計画策定支援等に反映する。 

 

    ② 景気動向分析 

       管内の景気動向等についてより詳細な実態を把握するため、全国商工会連合会が行 

      う「小規模企業景気動向調査」に独自項目を加え、管内小規模事業者の景気動向等につ 

いて、年１回調査・分析を行う。 

 

     【調査対象】 

      管内小規模事業者６社（製造業１社、小売業１社、サービス業４社） 

     【調査項目】 

      売上額、仕入価格、経常利益、資金繰り、雇用、設備投資 等 

     【調査手法】 

      調査票を巡回時または郵送により配布し回収する 

     【分析手法】 

      経営指導員等が外部有識者と連携し分析を実施 

 

（４）調査結果の活用 

    ① 情報収集、調査、分析した結果は、ホームページや広報に掲載し、広く管内事業者等に 

      周知する。また、行政に対しても周知し、本町の小規模事業者の現状の課題共有化を 

      図る。 

    ② 基本的な情報として蓄積し、経営指導員等が巡回指導や窓口相談を行う際の参考資料 

      とするとともに、小規模事業者の経営分析や事業計画策定の基礎データとして活用す 

る。 

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

   【現状】 

     平成２２年度から美里ブランドを立ち上げ、３６品目の商品を認定しブラシュアップや 

    販売促進を行ってきた。熊本県庁での「みさとのよかもん」販売会を月２回行っているが、 

令和２年度以降は新たな美里ブランドの認定は行っておらず、需要調査等は実施していな 

い。 

   【課題】 

     今後は、支援企業や支援商品を絞り込んだ上で、調査項目や分析手法を具体的に設定し、 

より詳細に調査を行い対象事業者にフィードバックすることが課題である。 

 

（２）目標 
支援内容 現行 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

①新商品開発の 

調査対象事業者数 
－ ３者 ３者 ３者 ３者 ３者 
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（３）事業内容 

    ① 新商品開発の調査 

       新商品開発に取り組む管内の食料品製造業の３者を対象として、新たな商品開発等 

に活用するマーケットインの考え方に基づく支援を実施する。具体的には、みさとのよ 

かもん販売会や、町内で開催されるイベント（道の駅佐俣の湯温泉祭り等）、熊本県商 

工会連合会主催の「厳選マルシェ」等の販売会において、本会が出展ブースを確保し、 

商品等の試食等及びアンケート調査を実施し、調査結果を分析する。分析結果について 

は３者にフィードバックすることで、新商品開発等に資する。また、当該調査の分析結 

果を事業計画に反映する。 

 

     【調査手法】 

      （ア） 情報収集 

           来場者に開発中の新商品等を試食等してもらい、経営指導員等が聞き取り 

          の上アンケート調査を行う。「みさとのよかもん」販売会では年２回、熊本県 

          商工会連合会主催の「厳選マルシェ」等の販売会では年１回のアンケート調査 

          を行う。 

      （イ） 情報分析 

           調査結果は、必要に応じて販路開拓等の専門家に意見を聞きつつ、経営指 

導員が分析を行う。 

     【サンプル数】 

       来場者３０人 

     【調査項目】 

       ①味、②食感、③見た目、④価格、⑤内容量、⑥パッケージ など 

     【調査結果の活用】 

        分析結果は、経営指導員等が当該食料品製造業者に直接説明する形でフィード 

       バックし、経営分析や新商品の開発に繋げていく。 

 

 

５．経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

   【現状】 

     これまでは、小規模事業者持続化補助金等の補助金申請支援や金融支援、創業支援、事業 

    承継支援など、経営指導の範囲内で経営指導員主導にて行っているが、事業者が自主的に経 

    営分析を実施するに至っていないなど、内容的にはまだ不十分である。 

   【課題】 

     これまでも実施はしているものの、「利益率の改善」といった財務データから見える表面 

    的な課題のみに着目していたため、さらに「対話と傾聴」を通じて定性的な分析（非財務分 

    析も行い、さらに一歩踏み込んだ経営の本質的課題の把握に繋げる。 

 

（２）目標 
支援内容 現行 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

①セミナー開催件数 １回 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

②経営分析事業者数 １６者 ３０者 ３０者 ３０者 ３０者 ３０者 

 ※１指導員あたり１５者の経営分析を実施（１５者／１指導員×２指導員＝３０者） 
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（３）事業内容 

    ① 経営分析を行う事業者の発掘（経営分析セミナーの開催） 

       セミナーの開催や巡回・窓口相談での指導、各種補助金申請相談、金融相談、記帳代 

行指導、労働保険事務代行などを通じて、経営分析の必要性を訴求し事業者の発掘を行 

う。 

    【募集方法】 

      チラシを作成し、郵送での送付やホームページへの掲載、町の広報誌掲載による幅広い 

     周知、巡回・窓口相談時に案内する。 

 

    ② 経営分析の内容 

    【対象者】 

      セミナーの参加者、補助金申請者、記帳代行支援を行っている事業者、重点支援先の中 

から、意欲的で販路拡大の可能性が高い事業者を選定する。 

    【分析項目】 

      定量分析としての「財務分析」と、定性分析としての「ＳＷＯＴ」分析の双方を行う。 

      ＜財務分析＞直近３期分の収益性、生産性、安全性および成長性の分析 

      ＜ＳＷＯＴ分析＞強み、弱み、脅威、機会等 

    【分析方法】 

      事業者の状況や局面に合わせて、経済産業省の「ローカルベンチマーク」、中小企業基 

     盤整備機構の「経営診断システム」および「経営計画つくるくん」等のソフト、全国商工 

     会連合会の「経営状況まとめシート」を活用し、経営指導員が中心となって分析を行う。 

      

（４）分析結果の活用 

       分析結果は当該事業者にフィードバックし、事業計画の策定に活用する。また、分析 

      結果をデータベース化し内部で共有することにより、経営指導員等のスキルアップに 

      活用する。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

 

   【現状】 

     小規模事業者に対する事業計画の策定および支援については、経営個別相談会や事業計 

    画書作成セミナーにおいて、専門家の指導による事業計画書作成指導を行っている。しか 

し、持続化補助金活用やマル経融資等の機会のみの受動的な取組に留まっており、これらの 

目的以外の日常の経営指導における事業計画の策定は稀であり件数も少ない。 

     また、事業者においても、補助金申請時の経営計画書を自分自身で作成するのは困難と考 

    がえる者が多く、主体的に作成する事業者はほぼ皆無であるのが現状である。 

   【課題】 

     これまでも支援は実施しているものの、事業の持続的発展や継続のための事業計画策定 

    の意義や重要性の理解が浸透していないため、セミナーの開催方法を見直す必要がある。そ 

    の上で、小規模事業者が主体的に事業計画作成に取り組めるような仕組みづくりを構築す 

ることも課題である。 

 

（２）支援に対する考え方 

      小規模事業者に対して事業計画策定の意義や重要性を漠然と述べても、実質的な行動 

     や意識改革を促せるわけではないため、「事業計画策定セミナー」のカリキュラムを工夫 

     することなどにより、経営分析をおこなった事業者の５割程度／年の事業計画策定を目 

     指す。 
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      併せて、事業計画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを行い、小規模事業者の 

     競争力の維持・強化につなげていく。 

      本セミナーを通じて、事業者が自ら経営分析を行い、自社の強み・弱みなどの気づきを 

     得て、現状を正しく認識した上で、分析に基づき、事業者が当事者意識を持って課題に向 

     き合い、事業計画策定に能動的に取り組むため、対話と傾聴を通じて最適な意思決定のサ 

     ポートを行う。 

 

（３）目標 
支援内容 現行 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

①ＤＸ推進セミナー － １回 １回 １回 １回 １回 

②事業計画策定 

 セミナー 
１回 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

③事業計画策定 

 事業者数 
－ １５者 １５者 １５者 １５者 １５者 

 

 

（４）事業内容 

    ①「ＤＸ推進セミナー・ＩＴ専門家派遣」の開催 

       経済産業省の「デジタルガバナンスコード・コード２．０（旧ＤＸ推進ガイドライン」 

に、「ビジネスと IT システムを一体的に捉え、デジタル技術による社会及び競争環境 

の変化が自社にもたらす影響（リスク・機会）を踏まえた、経営ビジョンの策定及び経 

営ビジョンの実現に向けたビジネスモデルの設計を行い、価値創造ストーリーとして、 

ステークホルダーに示していくべき」と記載してある。しかしながら、現状としては、 

経営者が経営戦略の中でＤＸ化に対するビジョンや目標を定められていない。また、デ 

ジタル化やＩＴに関する人材が不足していることが課題となっている。 

このため、まずはＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、実際にＤＸに 

向けたＩＴツールの導入やＷｅｂサイト構築等の取組を推進していくために、セミナー 

を開催する。 

     【支援対象者】 

       経営分析を行った事業者、ＤＸに関心・意欲的な管内事業者等 

     【募集方法】 

       チラシ及び広報・ホームページへの掲載 

     【講師】 

       ＩＴ専門家、ＤＸを専門分野とする中小企業診断士 

     【回数】 

       年に１回 

     【カリキュラム】 

       （ア）ＤＸ総論、ＤＸ関連技術（クラウドサービス、ＡＩ等）や具体的な活用事例 

       （イ）クラウド型顧客管理ツールの紹介 

       （ウ）ＳＮＳを活用した情報発信方法 

       （エ）ＥＣサイトの利用方法 

       （オ）税務や労務での活用方法等 
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     【個者支援】 

       セミナーを受講した事業者の中から、ＤＸ推進に意欲的な事業者に対しては、経営指 

      導員等による相談対応や、経営指導を行う上で必要に応じてＩＴ専門家派遣を実施す 

      る。 

 

    ②「事業計画策定セミナー」の開催 

     【支援対象者】 

       経営分析を行った事業者 

     【募集方法】 

       チラシ及び広報・ホームページへの掲載 

     【講師】 

       中小企業診断士 

     【回数】 

       年に２回 

     【支援手法】 

       事業計画策定セミナーの受講者に対し、経営指導員等が担当制で張り付き、外部専門 

      家も交えて確実に事業計画の策定につなげていく。 

 

 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

  【現状】 

    これまでは、一部において専門家招聘によるフォローアップ支援をおこなってきた。しか 

し、ほとんどの事業計画策定後については、不定期で巡回訪問等によるヒアリング等だけ行っ 

ており、計画の数値との差異などの現状確認、現状確認を踏まえた経営改善に向けた支援にま 

では至っていないのが現状である。 

  【課題】 

    今後は、事業計画策定後において、国・県・町・熊本県商工会連合会が行う支援策等につい 

   て定期的に広報周知を行い、その活用を促すとともに、当商工会主催の経営個別相談会や、熊 

   本県商工会連合会の各種専門家派遣制度等の施策を活用し、フォローアップを定期的に実施 

   することが課題となる。 

 

 （２）支援に対する考え方 

     経営指導員等による伴走支援により、事業計画の進捗状況に応じて見直しなどのフォ 

ローアップをきめ細やかに実施する。事業者自身の「自走化」を意識し、経営者自身が「答 

え」を見出すこと、対話と傾聴を通じて深く考えること、経営者と従業員が一体となって事 

業を行うことにより、現場レベルで当事者意識を持って取り組むことなど、計画の進捗フォ 

ローアップを通して経営者への内発的動機づけを行い、潜在力の発揮につなげる。 

     また、事業計画を策定した全ての小規模事業者を対象とするが、事業計画の進捗状況等に 

    より、訪問回数を増やして集中的に支援すべき小規模事業者と、ある程度順調と判断し訪問 

    回数を減らしても支障のない小規模事業者を見極めた上で、フォローアップを行う。 
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 （３）目標 
支援内容 現行 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

フォローアップ 

対象事業者数 
１１者 １５者 １５者 １５者 １５者 １５者 

頻度（延）回数 

（※） 
１６回 ７０回 ７０回 ７０回 ７０回 ７０回 

売上増加事業者数 － ５者 ７者 ７者 ７者 ７者 

利益率３％以上 

増加の事業者数 
－ ５者 ７者 ７者 ７者 ７者 

 （※）事業計画策定フォローアップ対象対象の小規模事業者数のうち、進捗状況の悪い小規模事業 

    者を５者と想定 

 

    １０者（四半期に１回） ⇒ １０者×４回＝４０回・・・① 

     ５者（２カ月に１回） ⇒  ５者×６回＝３０回・・・② 

    ①＋②＝７０回 

 

 （４）事業内容 

     事業計画を策定した小規模事業者に対し、原則四半期に１回の頻度でフォローアップを 

    実施する。進捗状況の悪い小規模事業者に対しては、２カ月に１回のフォローアップとし、 

    進捗是正の支援を行う。ただし、小規模事業者からの申し出等により、臨機応変に対応する。 

     なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画との間にズレが生じていると判断する場合に 

は、他の地域の経営指導員等や外部専門家等の第三者の視点を投入し、当該ズレの発生要因 

及び今後の対応方策を検討の上、フォローアップ頻度の変更等を行う。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 （１）現状と課題 

  【現状】 

    これまで、熊本県商工会連合会が主催する物産フェアや、国の補助事業を活用しての展示・ 

   商談会に出展支援をおこなうことで、当会小規模事業者の販路開拓支援に取り組んできた。 

  【課題】 

    地域外、特に都市部への更なる販路開拓・顧客開拓が課題となっている。また、地域外への 

   販路開拓には関心があるものの、「高齢化」、「知識不足」、「人材不足」等の理由により、ＩＴ 

   を活用した販路開拓等のＤＸに向けた取り組みが進んでおらず、ＤＸ推進への理解・認識を浸 

   透させる必要がある。 

 

 （２）支援に対する考え方 

     商工会が独自で展示会等を開催するのは困難であるため、全国商工会連合会や熊本県商 

    工会連合会が主催する展示販売会や、都市部での開催実績があり、且つ全国商工会連合会や 

    経済産業省が後援を行っている展示・商談会への出展を継続的に実施する。出展にあたって 

は、経営指導員等が事前・事後の出展支援を行うとともに、出展期間中は、ブース作成、陳 

列、商談、アンケート調査など、きめ細やかな伴走支援を行う。 

 ＤＸに向けた取り組みとして、データに基づく顧客管理や販売促進、ＳＮＳ情報発信、Ｅ 

Ｃサイトの利用など、ＩＴ活用による営業・販路開拓に関するセミナー開催や相談対応を行 
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う。これにより事業者の理解度を高めた上で、導入にあたっては必要に応じてＩＴ専門家派 

遣等を実施するなど、事業者のレベルに合った支援を行う。 

 

 （３）目標 
支援内容 現行 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

ア くまもと物産フェア 

への出展事業者数 

（厳選マルシェ含む） 

２者 ３者 ３者 ３者 ３者 ３者 

売上額／者 １０万円 １２万円 １２万円 １２万円 １２万円 １２万円 

イ フードスタイル等 

  への商談会出展事 

業者数（ＢtoＢ） 

２者 ３者 ３者 ３者 ３者 ３者 

成約件数／者 １件 ２件 ２件 ２件 ２件 ２件 

ウ ＳＮＳ活用事業者 ３者 １０者 １０者 １０者 １０者 １０者 

売上増加率／者 － ５％ ５％ ５％ ５％ ５％ 

エ ＥＣサイト利用 

  事業者数 
３者 ５者 ７者 ７者 ７者 ７者 

売上増加率／者 － ５％ ５％ ５％ ５％ ５％ 

オ フォローアップ支援 ４回 １２回 １２回 １２回 １２回 １２回 

 

 （４）事業内容 

     事業計画策定支援を行った食品製造業等を対象として優先的に出展支援を行う。事業を 

    実施する上で、様々なツール（商工会・関係機関・該当事業者のホームページやＳＮＳ）を 

    活用して情報発信を強化していく。 

 

① くまもと物産フェアへの出展支援（ＢtoＣ） 

       熊本県商工会連合会が主催する「くまもと物産フェア」は熊本県内では最大規模の物 

      産展として年１回開催されている。コロナ禍以前は「グランメッセ熊本」でおこなわれ 

ていたが、令和３年度からは、アミュひろば（熊本駅前）」と「花畑広場」の２会場で 

でおこなわれており、熊本市の「くま博」と同時開催された。くまもと物産フェアの中 

で同時開催される「厳選マルシェ」は新商品のテスト販売に重きを置いた催事となって 

いる。下記展示会への出展を通じて、新たな需要の開拓を支援する。 
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【くまもと物産フェア】 

主  催：熊本県商工会連合会（くまもと物産フェア実行委員会） 

開催目的：県内の特産品の普及 

支援対象：特産品開発事業者（小規模事業者・中小企業者） 

来場者数：約７３,０００人（花畑広場会場を除く）※令和４年度実績 

 

【厳選マルシェ】 

主  催：熊本県商工会連合会 

開催目的：消費者ニーズに合わせた改良を行った商品の観光客等向けの販売促進 

支援対象：熊本県商工会連合会が選定した事業者 

来場者数：約７３,０００人（くまもと物産フェア内での催事のため同一とした） 

 

    ② フードスタイル（食の展示会）等の展示・商談会への出展支援（ＢtoＢ） 

       上記したアの出展者や「みさとのよかもん」商品の認定事業者の中から、地域外、特 

      に都市部への販路開拓に意欲的な事業者に出展内容を説明し、３社選定し出展支援す 

      る。 

       商談会出展にあたっては、事前に実際の出展ブースのスペースを再現し、ブース作製 

      のロールプ イングを行うなど、円滑な商談のための対策を実施する。 

       商談会後のフォローアップとしては、バイヤー等から集めたヒアリング内容を集計・ 

      精査し、商品のブラシュアップや新商品開発のための情報として事業所へフィードバ 

      ックする。 

 

     【ＦＯＯＤ ＳＴＹＬＥ Ｊａｐａｎ】 

      主催：株式会社イノベント（ＦＯＯＤ ＳＴＹＬＥ Ｊａｐａｎ実行委員会） 

      概要：毎年９～１０月に東京ビッグサイトで開催される国内最大規模の外食・中食・小 

         売業界を網羅する展示商談会。例年約６５０社の出展ブースがあり、２日間の会 

         期中に、のべ約３５，０００人のバイヤー等の来場者がある。 

 

     【ＦＯＯＤ ＳＴＹＬＥ Ｋｙｕｓｈｕ】 

      主催：株式会社イノベント（ＦＯＯＤ ＳＴＹＬＥ Ｋｙｕｓｈｕ実行委員会） 

      概要：毎年１１月にマリンメッセ福岡で開催される九州で最大規模の外食・中食・小売 

         業界へ販路拡大のための展示商談会。例年約１,０００社の出展ブースがあり、 

         ２日間の会期中に、のべ約１６,０００人のバイヤー等の来場者がある。 

 

     【ＦＯＯＤ ＳＴＹＬＥ Ｋａｎｓａｉ】 

      主催：株式会社イノベント（ＦＯＯＤ ＳＴＹＬＥ Ｋａｎｓａｉ実行委員会） 

      概要：毎年１月にインテックス大阪で開催される関西で最大規模の外食・中食・小売業 

         界へ販路拡大のための展示商談会。例年約６００社の出展ブースがあり、２日間 

         の会期中に、のべ約２０,０００人のバイヤー等の来場者がある。 

 

    ③ ＳＮＳの活用 

       ほとんどの事業者の現状の顧客が近隣の商圏に限られていることから、町外への販 

路拡大を求める事業者に対して、地域外の顧客獲得の手段の１つとして、取り組みやす 

いＳＮＳを活用した自社の宣伝効果を向上させるための支援を行う。 

     

    ④ キャッシュレス決済の利用 

       新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、一般消費者に定着したキャッシュレス決 

済について、クレジットカード、電子マネー、ＱＲコードなどキャッシュレスの様々な 
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決済手段のメリット・デメリットを、ＩＴツール活用に意欲的な小規模事業者等を中心 

に周知し、導入による販路拡大を支援する。 

 

    ⑤ フォローアップ支援 

       くまもと物産フェア等の物産展やフードスタイル等の展示・商談会において、消費者 

      のニーズや イヤーからの意見を集めて、既存商品のブラシュアップや新商品開発に 

      あたってのフォローアップを年２回程度行う。巡回訪問時においては、商品開発・改良 

      等の進捗状況を確認するとともに、必要に応じて専門家派遣を実施し、円滑な商品開 

発・改良を推し進めて小規模事業者の売上拡大につなげていく。 

 

 

 

 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 （１）現状と課題 

 

  【現状】 

    経営発達支援計画の事業評価については、中小企業診断士の外部有識者、美里町美しい里創 

生課（旧美里町林務観光課）担当者、熊本県商工会連合会（法定経営指導員）、美里町商工会 

正副会長、事務局長、経営指導員をメンバーとする「経営発達支援計画事業評価委員会」を年 

１回開催し、事業の実施状況評価を行ってきた。 

【課題】 

  評価・見直しの結果は当会に備えて るが、ホームページ等での公表は行っておらず、改善 

 する必要がある。 

 

（２）事業内容 

   ① 評価方法 

      美里町美しい里創生課長、中小企業診断士等の外部有識者、熊本県商工会連合会（法 

     定経営指導員、当会正副会長、事務局長、経営指導員をメンバーとする「経営発達支援 

計画事業評価委員会」を年１回開催し、経営発達支援事業の進捗状況および成果につい 

て、ＰＤＣＡサイクルに基づき評価・検証および見直しを行う。 

 

    ② 評価結果の公表 

       当該評価委員会の評価結果は、理事会にてフィードバックした上で、事業実施方針等 

      に反映させるとともに、ホームページへの掲載（年１回）することで、地域の小規模事 

      業者等が常に閲覧可能な状態とする。 
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１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

 （１）現状と課題 

  【現状】 

    経営指導員等が小規模事業者を支援するためのスキル等の習得については、熊本県商工会 

   連合会や熊本県商工会職員協議会が主催する研修会や、本地域での支援において特に必要と 

されるスキルについては、中小企業大学校での支援機関向けの専門的な研修会に参加し、職員 

個々の支援能力・資質向上に努めてきた。 

    また、情報共有を目的として、本所・支所全職員での会議を毎月１回開催してきた。 

  【課題】 

    年間を通して様々な研修等での職員個々のスキルアップを図っているが、経営を取り巻く 

   急速な環境変化に伴う事業者の相談内容が多様化する中で、膨大な量の情報を一度に習得す 

るのは難しい。ベテラン、中堅、新人と職員個々の支援経験にはバラツキがある中で、職員の 

支援能力を一定レベルに標準化するためには、単に研修等に参加するだけでなく、そこで習得 

したノウハウや情報を共有する仕組みが必要である。 

    職種間での課題としては、経営支援員等においては、経営支援に関する基礎知識や基本的能 

   力を高め、経営指導員と連携して伴走支援をする機会を増やす必要がある。 

    また、ＤＸに関する職員の知識、スキルが十分備わっていない状況にある。 

    これらを踏まえて、今後も職員一丸となり、最新情報の収集や共有、経営力強化に向けた支 

   援ノウハウの習得を図る必要がある。 

 

 （２）事業内容 

     ① 外部講習会等の積極的活用 

       【経営支援能力向上セミナー】 

         経営指導員、一般職員（経営支援員等）の小規模事業者の事業計画策定、事業承 

継、事業再構築、販路開拓など、小規模事業者の実態に則した伴走型支援スキル向 

上のため、熊本県商工会連合会が実施する「専門スタッフ研修会」、「基本能力研修 

会」、「ＯＪＴ研修会」、及び中小企業庁が主催する「経営指導員研修」、「ＷＥＢ研 

修」などに積極的に参加し、小規模事業者の経営や支援制度に関する最新情報や経 

営力強化等に向けた支援ノウハウを習得し、支援力強化を図る。 

美里町商工会 経営発達支援計画 ＰＤＣＡサイクルスキーム 

計画（Plan） 

美里町商工会 

美里町 

法定経営指導員 

改善（Action） 

美里町商工会 

美里町 

法定経営指導員 

実行（Do） 

 

美里町商工会 

評価（Check） 

経営発達支援計画 

事業評価委員会 
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② 認定支援機関による情報の取得 

       熊本県商工会連合会が支援機関を対象として年２回程度開催する小規模事業支援研 

      修に参加し、地域及び国内の需要動向を把握するとともに、経営支援のノウハウや支援 

      の進め方等について学び、経営指導員等の支援力の向上を図る。加えて、受講者との情 

      報交換の場を設定し、他の地域における経営支援の現状についての把握を行い、当会に 

      おける需要開拓支援に活用する。 

       また、年間を通して、当会管内を担当エリアとしている金融機関とも密に連絡を取 

り、認定支援機関としての情報収集に取り組む。 

 

 

       【ＤＸ推進に向けたセミナー】 

         喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員 

        及び一般職員（経営支援員等）のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・ 

指導を可能にするため、下記のようなＤＸ推進の取組に係る相談・指導能力の向上 

のためのセミナーについても積極的に参加する。 

          

        〈ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組〉 

         （ア）事業者にとって内向け（業務効率化等）の取組 

            ＲＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等の 

            ＩＴツール、テレワークの導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ 

            対策等 

         （イ）事業者にとって外向け（需要開拓等）の取組 

            ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運 

            用、オンライン展示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシステ 

            ム等 

         （ウ）その他取組 

            オンライン経営指導の方法等 

 

       【コミュニケーション能力向上セミナー】 

         対話力向上等のコミュニケーション能力を高める研修を実施することにより、 

本会全職員の支援の基本姿勢（対話と傾聴）の習得・向上を図り、事業者との対話 

を通じた信頼の醸成、本質的課題の掘り下げの実践につなげる。 

    

       【小規模事業者課題設定力向上研修】 

         課題設定に焦点を当て、そのポイントと手順を習得することで、その後に続く課 

        題解決をスムーズに行うことを目的とする。 

 

     ③ ОＪＴ制度の導入 

        経験年数の浅い経営指導員については、巡回・窓口相談において支援経験が豊富な 

       経営指導員とチームで小規模事業者を支援することにより、指導・助言内容、情報収 

       集方法を学ぶなど、ＯＪＴにより伴走型の支援能力の向上を図る。 

 

     ④ 職員間の定期ミーティングの開催 

        経営指導員向け研修会等に出席した経営指導員が講師を務め、ＩＴ等の活用方法 

       や具体的なツール等についての紹介、経営支援の基礎から話の引出し術に至るまで、 

       定期的なミーティング（月１回、年１２回）を開催し、意見交換を行うことで職員の 

       支援能力の向上を図る。 
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     ⑤ データベース化 

        担当経営指導員等が経営分析・事業計画策定等の個者支援によって得られた情報 

を、基幹システムや経営支援システム上での入力を適時・適切に行い、支援中の小規 

模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにする。これにより、担当職員不 

在時などにおいて、担当職員以外でも一定レベルでの対応ができるようにするととも 

に、支援ノウハウを蓄積し内部で共有することで支援能力の向上を図る。 

 

 

 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

 （１）現状と課題 

  【現状】 

    これまでの商工会の経営指導員等が小規模事業者を支援するノウハウについては、熊本県 

   商工会連合会や宇城地区商工会職員協議会等が定期的に開催する研修会で習得した内容で支 

   援してきた。 

  【課題】 

    相談内容の高度化・多様化に対応していくためには、職員が個別に有する知識や情報を共有 

   する体制や、他の支援機関や専門家との連携を積極的に行うことが必要である。幅広い視野で 

   継続的な支援を行っていくためにも、関係機関とのネットワークを強化して支援ノウハウを 

   蓄積していく。 

 

 （２）事業内容 

    ① 美里町産業連携協議会への参加 

       行政・農林畜産業・商業・飲食業・観光業等の機能融合により、「観光を手段とした 

稼げる観光地域づくり」の推進と「ふるさと納税」の取組みを加速させ、地域産品のブ 

ランディング～プロモーションの実施に参画し、販路開拓の取組などに関する情報交換 

を行う。 

【協議会参画者】 

 美里町、美里町まちづくり公社、九州地方整備局緑川ダム管理所、合同会社フットパ 

ス研究所、美里町商工会、美里町地域おこし協力隊、熊本宇城農業協同組合、美里町 

内事業者等 

【協議会開催数】 

 年５～６回 

 

    ② 小規模事業者経営改善貸付連絡協議会による情報交換 

       日本政策金融公庫熊本支店が主催する「小規模事業者経営改善貸付連絡協議会（通 

称：マル経協議会）」において、県内の商工会議所や他の商工会職員と、それぞれの地 

域における経済動向について情報交換を行う。また、実際の金融斡旋事例や経営改善計 

画書作成案件についても情報交換を行い、支援ノウハウの習得を図る。 

【協議会参画者】 

 日本政策金融公庫、熊本県商工会連合会、熊本商工会議所連合会 

【協議会開催数】 

  年１回 

 

    ③ 宇城地区商工会連絡協議会における情報交換 

       宇土市商工会、宇城市商工会、当会で構成される宇城地区商工会連絡協議会を毎年１ 

      回開催することにより、経営指導員および経営支援員との間での地域の動向、支援体 
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制、支援の現状・課題等について情報交換を行う。 

    ④ 宇城地域観光推進協議会への参加 

       宇城地域振興局が主幹となり、宇城地区の行政、商工会、物産協会が参画している宇 

      城地域観光推進協議会のワーキング会議（年２回程度開催）へ参加し、宇城地域内の観 

      光（関連）産業分野の業界動向や、各地域の観光資源を活かした販路開拓の取り組みな 

      どに関する情報交換を行い、当会における商品開発や販路開拓支援に活用する。 

 

 

Ⅲ．地域経済の活性化に資する取組 

 

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

 （１）現状と課題 

  【現状】 

    当会では、地域の活性化のためのイベントについて実施や協力を行っている。 

  【課題】 

    一過性の集客はあるものの、年間を通しての集客に結びついていないため、経済の活性化と 

   いう面から見ると、実施方法、体制、規模などに課題があると思われる。 

    また、２町合併前の事業が合併後も継続しており、美里町としての一体感としては欠けてい 

   る点がある。 

 （２）事業内容 

     ① 美里町ふるさと祭り 

        毎年７月中旬に美里町主催で旧中央町にある町営球技場において開催されている。 

バザー、子供神輿の道中パ ード、ステージショーなどが行われる。実施主体は、美 

里町、美里町商工会等が参画するふるさと祭り実行委員会。 

 

     ② やまびこ祭り 

        毎年８月中旬に当会主催で旧砥用町の美里ドーム内で開催される。近隣の川を彩 

       る竹あかり、バザー、砥用商店街での造り物、仮装パレードなどが行われる。実施 

       主体は、美里町、美里町商工会等が参画するやまびこ祭り実行委員会。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和５年１０月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発

達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体

制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

 氏 名：清見 康弘 

 連絡先：美里町商工会   （電話：0964-47-0336） 

 氏 名：原田 真幸 

 連絡先：熊本県商工会連合会（電話：096-325-5161） 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

  経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評 

価・見直しをする際の必要な情報提供等を行う。 

   熊本県商工会連合会は、各商工会の経営発達支援計画の実施に係る指導・助言や目標達成に

向けた進捗管理を行う責任者としての立場に加え、事業承継や熊本地震からの復旧復興支援の

対応を行うため、令和元年度から、全国で初めて６名の特任経営指導員を熊本県商工会連合会

に配置し、令和２年度には５名増の１１名体制に充実させた。令和５年１１月現在においても、

引き続き、熊本県商工会連合会に１１名の特任経営指導員を配置。担当地区を割り振り、各商工

会と密に連携を図っている。特任経営指導員は、日常的に担当地区の商工会を巡回し、事業計画

策定支援等、特に高度な助言が必要となる場合は、各商工会の経営指導員等と連携、協力しなが   

ら、直接支援対象先に対しての指導・助言を行っている。 

特任経営指導員は各商工会所属の経営指導員と共に法定経営指導員として経営発達支援計画

の目標達成に向けた進捗管理を実施する。各商工会の経営発達支援計画における法定経営指導

員を２名体制とすることで、自然災害や新興感染症発生時のリスク分散と迅速な対応が可能と

美里町商工会（本所） 

事務局長    １名 

法定経営指導員 １名 

経営支援員   ３名 

美里町商工会（中央支所） 

経営指導員 １名 

経営支援員 １名 

美里町 

美しい里創生課 

熊本県商工会連合会 

法定経営指導員 １名 
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なる。また、人事異動の際にも事業実施に係るノウハウが欠落するのを防ぎ、円滑な事業の承継

と遂行が可能となる。以上より、本計画における法定経営指導員の配置については、熊本県商工

会連合会所属特任経営指導員である法定経営指導員１名、本会所属の法定経営指導員１名の計

２名を配置する。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

 〒８６１－４７２１ 

 熊本県下益城郡美里町土喰１５３ 

 美里町商工会 

 ＴＥＬ：０９６４－４７－０３３６ ／ ＦＡＸ：０９６４－４７－２３７８ 

 Ｅ－ｍａｉｌ：misato@kumashoko.or.jp 

 

②関係市町村 

  〒８６１－４７３２ 

  熊本県下益城郡美里町三和４２０番地 

  美里町 美しい里創生課 

  ＴＥＬ：０９６４－４７－１１１１ ／ ＦＡＸ：０９６４－４７－０１１０ 

  Ｅ－ｍａｉｌ：sousei@misato.kumamoto.jp 

 

 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

必要な資金の額 ３,２５０ ３,２５０ ３,２５０ ３,２５０ ３,２５０ 

 

専門家派遣費 

 

展示・商談会等

出展費 

 

 

 

 

２５０ 

 

３,０００ 

２５０ 

 

３,０００ 

２５０ 

 

３,０００ 

２５０ 

 

３,０００ 

２５０ 

 

３,０００ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

伴走型小規模事業者支援推進事業補助金、県補助金、町補助金、商工会会費収入、負担金収入、 

手数料収入 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 


